




















　国際会計基準は、狭義には 1973 年に設立された国際会計基準委員会（International Accounting 
Standards Committee : IASC）によって公表された会計基準（International Accounting 
Standards : IAS）のことを指している。これに対して、2001 年に IASCから組織変革された国際
会計基準審議会（International Accounting Standards Board : IASB）によって公表された会計




























　会計基準国際化の進展において、ヨーロッパ共同体（European Communities : EC）、国際
連合（United Nations : UN）、経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation 
and Development : OECD）のほかに、IASC、国際会計士連盟（International Federation of 
Accountants : IFAC）などの機関が大きな役割を果たしてきた。その中でも特に、IASCが中心
的な役割を担ってきた 3。IASCとは 1973 年に、オーストラリア、カナダ、フランス、ドイツ、
日本、メキシコ、オランダ、イギリスおよびアイルランド、ならびにアメリカの職業会計士団体




















（International Organization of Securities Commissions : IOSCO）が IASCの諮問グループに参加
し、会計基準の国際的調和化を目指す IASCの活動への支持を表明してからである。IOSCOは世
界の証券市場を監督する国際的団体で、各国の証券市場の規制当局、例えば、アメリカ証券取引委
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てこなかった［島田（2010），p. 5］。
　コア・スタンダードとしての IASが IOSCOによって承認されたことを受けて、欧州連合
（European Union : EU）はEU加盟諸国域内に上場しているすべての企業に対して、IFRSに基
づいて財務諸表の作成を義務づけるか否かについて検討し始め、2001 年 2月 13日、欧州委員会
（European Commission : EC）は、2005 年までにEU域内の上場企業に対して IFRSに準拠すべ






2001 年 7月に会計専門家からなる欧州財務報告諮問グループ（European Financial Reporting 
Advisory Group : EFRAG）が設立され、IFRSとその解釈指針の承認作業を行ってきた［山田
（2008），p. 27］。同時に、EUは加盟国域内の証券市場で資金調達をする第 3国の企業に対して、
2007 年（その後 2009 年に延長された）から、IFRSもしくは IFRSと同等な会計基準の適用を義
務づけている。






　EUでの IFRSの採用という決定を受けて、オーストラリアとニュージーランドは 2005 年と




　IASC理事会は 1997 年に戦略作業部会「Strategy Working Party」を設置し、IASCの新た
な戦略と組織構造のあり方について検討することにした。戦略作業部会は 1998 年 12月に、討議
資料「IASCの将来像」を公表した 5。この討議資料では、戦略作業部会が設置された背景につい















られた。その後、会合と検討の結果として、戦略作業部会が 1999 年 11月 IASC理事会に報告書
「IASCの将来像に関する勧告」を提出した。翌 12月、報告書が IASC理事会によって承認され
た。この報告書では、IASCのデュー・プロセスと各国の会計基準設定のデュー・プロセスとの
調和を提唱していた。ついに 2001 年 3月に国際会計基準委員会財団（International Accounting 




際会計基準に関する趣意書」に、従来、会計基準の調和が IASCの目的の 1つであった。2001 年
に組織された IASBでは、2005 年からはさらに、IASC財団の定款に各国の会計基準と IFRSとの
コンバージェンも目的の 1つとして追加されていた 6。
　2010 年 3月、IASC財団は IFRS財団（IFRS Foundation）へと名称変更された。IFRS財団の













理論的基礎を提供する概念フレームワークの構築に努めてきた。1989 年 7月に IASCは「財務諸
表の作成表示に関する枠組」を公表した。1989 年 7月に公表されたこの概念フレームワークは、
2001 年の IASCから組織変更された IASBによってそのまま引き継がれ、2010 年の修正概念フ
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レームワークが公表されるまでの長い間、そのまま採用されていた。IASBは FASBと共同で共










の支持を受けるようになった。IASBが設立される前の 2000 年 2月に SECは IASを米国市場で
の受け入れに関する検討を開始した。また、2000 年 4月にバーゼル銀行監督委員会が IASへの支
持を表明した。さらに、同年 5月に IOSCOが IASCの作成した IASを国際的な会計基準として
認め、メンバー国の規制当局へ推奨し、IASへの支持を表明した［平松（2007），pp. 11-12］。
　その背景のもとで、EUは 2002 年にEU加盟国域内にあるすべての上場企業に対して、2005 年
1月から IASによる連結財務諸表の作成を義務付けると発表した。その後、2005 年にオーストラ




　2002年 9月に、アメリカの会計基準設定機関である財務会計基準審議会（Financial Accounting 
Standards Board : FASB）と IASBは、国内企業そして外国企業が資金調達を行う際に利用でき
る高品質で、比較可能な財務諸表を開発するために、米国会計基準と IFRSとのコンバージェン
スへ向けて活動を開始することで合意した 7。その後、FASBと IASBは 2005 年 4月および 10月
の会合で、高品質で、国際的な会計基準の単一セットを開発することを再確認した。これを受け
て、FASBと IASBは 2006 年 2月に、2008 年までの達成目標を示した覚書（Memorandum of 
















時に、その具体的な適用状況を検証したうえで、2011 年までに 2014 年からすべてのアメリカ上場
企業に対して IFRSを強制適用するか否か、について判断することとしていた。
　しかし、アメリカにおける IFRSへのコンバージェンスを積極的に対応しようといった状況が、




された場合でも 4年間の準備期間を設け、早くても 2015 年からの適用開始とすることが明らかに
なった。
　その後、2010 年 6月にFASBと IASBが米国基準と IFRSとのコンバージェンスに関する共同
声明を公表し、コンバージェンスを行う際の優先順位および一部の項目についての延期もしくは中














　他方、日本では、2001 年 4月の IASCから IASBへの組織変革に対応するために、2001 年 7月
に財務会計基準機構が設定され、その中に民間機関としての企業会計基準委員会（Accounting 
Standards Board of Japan : ASBJ）が設置され、これまで会計基準設定の役割を担ってきた企業
会計審議会に代わって、会計基準設定の役割を担うことになった。
－ 36 －
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　2007 年 8月にASBJと IASBは、2005 年 3月から開始している日本基準と IFRSとのコンバー
ジェンスを加速させることの合意「東京合意」を公表した 11。東京合意によると、① 2008 年まで
に日本基準と IFRSの間の重要差異（同等性評価に関連する 2005 年 7月の欧州証券規制当局委員
会（Committee of European Securities Regulators : CESR）によるもの）を解消する、②同等性
評価における重要差異以外の差異については 2011 年 6月 30日までに解消する、③ IASBが開発











において IFRSが米国企業に強制適用されるか否かも、重要な判断材料とし、最終的には 2012 年
を目途に判断することとした。もし 2012 年に強制適用を判断する場合に、十分な準備期間を確保
したうえ、2015 年もしくは 2016 年に適用開始という考えも示された。このように、中間報告では
国際的な諸情勢等の状況変化に応じて柔軟な対応が重要との見解が示されたうえで、IFRSの任意
適用や将来的な強制適用の検討などについての考え方も示された。
　ところが、2011 年 6月 21日に、自見庄三郎前金融担当大臣が「IFRS適用に関する検討につい
て」を発表し、早ければ 2015 年 3月期から実施される可能性のあった IFRSの強制適用を実施し
ない考えを示した。その理由として、2011 年 5月に公表されたSECのスタッフ・ペーパーで示さ




















　IFRSの任意適用企業の範囲拡大を促進しようとする方針は、2014 年 6月 24日に公表された
「日本再興戦略改訂 2014」において確認され、またその後毎年改訂されている「日本再興戦略」に
おいてもその方針が継承されている 14。日本取引所グループの集計によると、2019 年 1月現在の

















ていたことは否定できない。SECは 2007 年 11月から米国に上場する外国企業が IFRSに基づい
て作成した財務諸表の使用を認めてきた。また 2008 年 11月に、米国企業の IFRS適用を容認する
ことを示すロードマップ案が公表された。これに対して日本でも、日本の会計基準と IFRSとの差





























common/conference/danwa/20110621-1.html アクセス日：2019 年 1月 27日
14　これについては、日本経済再生本部（2014）、日本経済再生本部（2015）および日本経済再生
本部（2016）を参照されたい。
15　https://www.jpx.co.jp/listing/others/ifrs/index.html アクセス日：2019 年 1月 27日
16　https://www.ifrs.org/use-around-the-world/use-of-ifrs-standards-by-jurisdiction/ ア クセス
日：2019 年 1月 27日
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